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公
的
年
金
分
の
個
人
住
民
税
（
市
県
民

税
）
を
公
的
年
金
か
ら
特
別
徴
収
（
天
引

き
）
す
る
制
度
が
、
平
成
21
年
10
月
の
支
給

分
か
ら
実
施
さ
れ
ま
す
。

　　

公
的
年
金
を
受
給
さ
れ
て
い
て
、
個
人
住

民
税
の
納
税
義
務
の
あ
る
方
は
、
現
在
、
口

座
振
替
や
、
市
役
所
、
金
融
機
関
に
出
向

き
、
窓
口
で
個
人
住
民
税
を
お
支
払
い
い
た

だ
い
て
い
ま
す
が
、
今
回
の
制
度
導
入
に
よ

り
、
公
的
年
金
分
の
個
人
住
民
税
が
公
的
年

金
か
ら
特
別
徴
収
（
天
引
き
）
さ
れ
る
こ
と

と
な
り
ま
す
。

◆ 

対
象
と
な
る
方

　

４
月
１
日
現
在
、
公
的
年
金
（
国
民
年
金

法
に
よ
る
老
齢
基
礎
年
金
、
旧
国
民
年
金
法

お
よ
び
旧
厚
生
年
金
保
険
法
等
に
よ
る
老
齢

年
金
等
）
を
受
給
さ
れ
て
い
る
65
歳
以
上
の

方
で
、
個
人
住
民
税
の
納
税
義
務
が
あ
る
方

　

た
だ
し
、
次
に
該
当
さ
れ
る
方
は
除
き
ま

す
。

・�

老
齢
基
礎
年
金
等
の
年
額
が
18
万
円
未
満

の
方

・�

特
別
徴
収
（
天
引
き
）
さ
れ
る
個
人
住
民

税
の
額
が
、
老
齢
基
礎
年
金
等
の
年
額
を

超
え
る
方

◆ 

特
別
徴
収
（
天
引
き
）
さ
れ
る
税
額

　

公
的
年
金
の
年
金
所
得
に
か
か
る
均
等
割

額
お
よ
び
所
得
割
額
で
す
。

　

た
だ
し
、
年
金
所
得
の
ほ
か
に
給
与
所
得

が
あ
り
、
給
与
か
ら
個
人
住
民
税
が
特
別
徴

収
（
天
引
き
）
さ
れ
て
い
る
方
の
均
等
割
額

は
、
公
的
年
金
か
ら
は
天
引
き
さ
れ
ま
せ

ん
。

公的年金分の個人住民税を
公的年金から特別徴収（天引

き ）
す る 制 度 が 始 ま り ま す

10月から実施

◆徴収の方法
特別徴収（天引き）制度が導入される平成21年度、または新たに特別徴収（天引き）の対象となった年度
普通徴収（納付書・口座振替による納付） 特別徴収（天引き）

6月 8月 10月 12月 2月
年税額の1／4 年税額の1／4 年税額の1／6 年税額の1／6 年税額の1／6

特別徴収（天引き）2年目以降
年金支払月

仮徴収 本徴収
4月 6月 8月 10月 12月 2月

前年度の下半期に
徴収した額の1／3

前年度の下半期に
徴収した額の1／3

前年度の下半期に
徴収した額の1／3

年税額から仮徴収額
を控除した額の1／3

年税額から仮徴収額
を控除した額の1／3

年税額から仮徴収額
を控除した額の1／3

※�年金所得以外の所得にかかる個人住民税および特別徴収の対象とならない方の個人住民税は、従来どおりの方法により、お支
払いいただくことになります。

社会保険庁など
（年金保険者）

年金受給者

個人住民税
市役所

納税に出かける
必要がなくなって
便利

年金保険者が、年金から住民税を天引きして、
市に直接納入

特別徴収（天引き）制度の実施で…

税務課からのお知らせ　☎63-5110（市民税係）


